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小　池　恒　男

1．はじめに－土地利用型農業についての基本的な考え方－

本稿は，“オルタナティヴ農業論”に先行してあるべき，またそれと“対をなしてあるべき”
もう一つの農業論である。いわば国際競争にさらされながらも，わが国の国土に規制され
てある条件不利を前提にしながらも，それでもなお効率性を求めてあるべき持続する農業
の姿について論じる農業論である。
なお，“オルタナティヴ農業論”については，すでに2018年の『地域農業と農協』（第47
巻第４号，第48巻第１号合併号）で「オルタナティヴ農業をどう発展させるか」，またそ
れに修正加筆を加えた小池編著『グローバル資本主義下における農業農政の未来像』で「“オ
ルタナティヴ農業”をどう発展させるか－もう一つの農業のあり方を求めて，今なぜアグ
ロエコロジーなのか－」ですでに論じている。前後はしたが，両論は当然のことながら“対
をなしてあるべき”ものである。
人（労働力），土地（農地），作物が農業構造を規定する３つの要素であるが，本論では
担い手に絞って考察する。担い手構造の“三段構え”の第一に位置づくのはいうまでもな
く，販売農家，基幹的農業従事者，認定農業者等に代表される個人経営である。第二に位
置づくのは，集落営農とその発展型である地域農業組織経営体である。そして最後に農協
子会社が控えているという“三段構え”で担い手構造の再編強化を図るという考え方であ
る。三者の関係は相互補完的であり，資源移動の自由な関係にあるというのが大前提であ
る。以下，事例分析をふまえて考察する。

2．基本にある個人経営

ここでは，販売農家，基幹的農業従事者，認定農業者等に代表される個人経営等々を主
たる担い手，第一の担い手として位置づけたい。そして，素朴でシンプルな予測としては，
しぶとい個人経営，崩れに歯止めがかからない個人経営というのがその一般的な姿である。
ここで改めて注目しておきたいのは，基幹的農業従事者「農業に主として従事した世帯

農業構造の再編強化にどう取り組むか 
－三段構えで臨む担い手構造の再編強化－
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員（農業就業人口）のうち，調査期日前１年間の普段の主な状態が仕事（家事や育児，そ
の他ではなく）に従事していた者」，かつ，そのうちでもリスク発生頻度の高まる（いつ
農業従事が困難になるかわからなくなる確率の高まる年代）70歳以上を除く70歳未満の基
幹的農業従事者の動向（15年先の2030年予測値）についてである。
2005年～15年までの実数と，2020年～30年にかけての推計値についてみているのが

〈表１〉・〈表２〉である（いずれも都府県の数値）。そこに示されているように，2015年か
ら30年にかけての15年間において，70歳未満男子で47％（２分の１以下）への減少，70歳
未満女子で25％（４分の１）への減少となっている。
このコアの担い手減少の数値は深刻である。もちろん当然のことながら，担い手個人経
営へのより一層の農地の集積・集中を図ること，地域の実情に応じた多様な経営体と多様
な労働力の補充に向けての支援は必要であるが，ここではさらにこれを補完する第二，第
三の担い手の確保と強化を求めなければならない。

3．集落営農とその発展型

1 ）基本的な考え方

第二の担い手として想定するのは集落営農とその発展型としての地域組織経営体であ
る。今後の集落営農の展開方向として考えられることは，機械の共同利用組織としての機
能強化に徹するという方向性，経営面積拡大という方向性，２つの方向性におけるそれぞ
れの規模の追求，効率性追求を通じて中小規模経営を下支えする機能の追求，個々の経営
体としての発展を支援する，そして自らの経営体として発展するという二重の意味での集
落営農の展開を展望する必要がある。
当然のことながら各地域の集落営農の組織と経営の実態を点検して，さらなる組織の再
編・強化，さらなる効率化の実現が図られなければならない。いずれにしても，担い手構
造の現状維持・強化の決め手はこの第二の担い手の再編強化の取り組みにかかっている。
期待されるのは，自らが発展しつつ，個人経営がこぼれ落とした３つの要素を拾い上げ，
さらにはそれを個人経営に提供して個人経営を側面から支援する役割（農業構造を規定す
る３つの要素の調整弁の役割）である。

2 ）２つの事例から何を学ぶか

（１）事例１（滋賀県・Ｉ農事組合法人）

ａ 組織の概要

組合員は93戸で，地区内農家の96％を占めている。うち土地持ち非農家が28戸である
（30％）。加入面積は70.00haで，地区内農家の経営耕地面積の94.5％を占めている。オペレー
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ターは25名で，オペレーターの賃金単価は時給1,500円，その他の一般作業の時給は1,250
円である。これに対して地代は10,000円/10ａである。
ｂ 設立の経過

設立の経過は以下のとおりである。
1995年　圃場整備の完了
1999年　機械の共同利用組織の立ち上げ
2005年　�水田・畑作経営所得安定対策の導入を契機に，集落一農場性を目指してＩ営農

組合を立ち上げ
2006年　特定農業団体になる
2010年　現在のＩ農事組合法人となる

ｃ 経営の成果

2017年の作付実績は水稲52ha，麦25ha，大豆24haである。2017年の売上高は〈表 3 〉

で明らかなように，米6,481万1,942円（90％），麦128万2,072円，大豆626万5,918円等で総
額は7,235万9,932円である。そこから売上原価を差し引いて売上総利益金1,720万386円，営
業利益金1,451万6,176円となっている。これに対して，助成補助金4,098万2,844円を含む営
業外収益金5,452万4,500円が大きく，経常利益金は6,904万720円となっている。
ここで注目されるのは，まず第一に，なんといってもプラスの当期純利益を出している
点である注）。しかし，それにもまして注目されるのは営業利益金に対する補助金の大きさ
であり，その経常利益金に占める割合は79％となっている（40,982,844円÷54,524,544円）。
ｄ 若干のコメント

以上の実態をふまえて，ここでは以下の５点についてコメントを加えておきたい。
第一に，効率性の追求という点においてまだまだ甘えがあるのではないかという点である。
しかしながら〈表 4 〉に示されているように，Ｉ農事組合法人の2017事業年度の生産原価合
計に占める「減価償却費＋修繕費」の割合は12％である（6,848,409円÷55,346,355円）。これ
に対して，2016年の大臣官房統計部『米及び麦類の生産費』における農機具費の割合につい
てみると，都府県平均で費用合計に占める農機具費の割合（10ａ当たり）は21.2％となって
いる（24,259円÷113,007円）。この点での，Ｉ農事組合法人の比較優位は歴然としている。
そのうえでなおかつ付け加えておきたいのは，Ｉ農事組合法人が自ら「さらなる経営効
率化のためにはさらなる経営規模の拡大が必要か」と自問自答している点にかかわってで
ある。戦後，マーシャル・プランの資金で1945年に立ち上げられ，現在なお全国的にコミュー
ン単位に張り巡らされている農業機械利用組合，戦後一貫してフランス農業を側面から支
えてきたフランスのＣＵＭＡ「農業の機械設備の利用のための協同組合（農業機械利用組
合）」を例にとれば，その平均的な姿は構成員が25の農業経営体（平均経営耕地面積規模
60ha），1,500haの経営耕地面積規模単位である（60ha×25農業経営体）。
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図表 その②

表３．Ｉ農事組合法人の損益計算書（単位 円）

科 目 金額

売
上
高

売上高

作業受託

小 計 Ａ

売上原価 Ｂ

売上総利益金額 Ｃ＝Ａ Ｂ

販売費及び一般管理費合計 Ｄ

営業利益金額 Ｅ＝Ｃ Ｄ

営
業
外
収
益

受取利息

雑収入

助成補助金（国費等）

小 計 Ｆ

経常利益金額 Ｇ＝Ｅ＋Ｆ

差し引き特別損失＊ Ｈ

税引前当期純利益金額Ｉ＝Ｇ-Ｈ

法人税及び住民税 Ｊ

当期純利益金額 Ｋ＝Ｉ Ｊ

資料：Ｉ農事組合法人『第８期通常総会議案書』（ 年 月 日）
注１）数値は 事業年度
２）＊特別利益Ｌ＝ 固定資産処分益＋経営基盤強化準備引当金戻入

特別損失Ｍ＝（固定資産圧縮損＋経営基盤強化準備引当金）
差し引き特別損失Ｈ＝Ｌ―Ｍ＝ 円― 円
＝△ 円

表４．売上原価の内訳（単位：円）

科 目 金額

材
料
費

種苗費

諸材料費

肥料費

農薬費

小 計

雇用賃金

表４．売上原価の内訳（単位：円）

科 目 金額

材
料
費

種苗費

諸材料費

肥料費

農薬費

小 計

労
働
費

雇用賃金

福利厚生費

小 計

他

の

製

造

経

費

作業委託料

農具費

動力・燃料費

減価償却費

修繕費

租税公課

地代等

賃借料

農業共済掛金

消耗品費

土地改良・水利費

施設利用料

業務雑費

小 計

生産原価合計

資料：表３に同じ。
注：数値は 事業年度。
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第二に，補助金についての認識をめぐってである。その大きさは先にみたとおりである
が，この点に関して自ら「助成金を前提にした経営となっているところに弱みがある」と
している。しかしこの点に関しては，わが国の大規模水田農業の個人経営において，肝心
の営農部門の所得がマイナスで，そのマイナスをもっぱら直接支払交付金で補って経営を
成り立たせているという実態があるわけで，それとの比較でいえば，同様にむしろこの点
においてもＩ農事組合法人の比較優位が歴然としているということになる。この点につい
て引け目を感じる必要はないが，むしろもっと売上高を伸ばす戦略についての検討が重要
である。
第三に，後継人材の不足が強調されている点についてである。オペレーター労働，一般
作業労働についての賃金水準は先にみたように決して低い水準にあるわけではないし，地
代が格別に高い水準にあるわけではないが（10,000円/10ａ），支払地代総額は表４で示さ
れているように約800万円である。
一方，支払賃金総額は〈表 5 〉で2,744万1,450円の従事分量配当という形で示されている。

そこで一ついえることは，“農地を守る”が集落営農の主目的であるならば，地代（793万
9,197円）は不要でしょうということである。そして人材不足をいうならば，その分を時
給の引き上げに回せ，役員報酬を引き上げよ，ということになるのではないか。そしてしっ
かり人材を確保し，しっかり事業戦略を打ち出せる役員の獲得を図るべきではないかとい
う点である。
第四に，女性労働力の位置付けがみえないという点である。女性役職員をしっかり確保
して，集落営農の多様な発展を目指す，持続的な農業を目指すという点での配慮は欠かせ
ないのではないか。
第五に，生活面活動重視型集落営農については別途の位置付けが必要になるという点で
ある。２階部分を法人化して，１階の部分で生活面活動を抱え込むという２階建て方式に
ついての検討も必要である。
注：�この点に関しては，別稿「オルタナティヴ農業論」におけるわが国の大規模水田農業の個人経営にお
いて，肝心の営農部門の所得がマイナスで，そのマイナスをもっぱら直接支払交付金で補って経営を
成り立たせているという実態を想起していただきたい。

（２）事例２（兵庫県・Ｈ農事組合法人）

ａ 組織の概要

Ｈ農事組合法人全体の組合員は74戸，経営耕地面積規模は51.41haである。Ｈ農事組合
法人の組織・機構図は〈図 １ 〉に示すとおりである。また，〈表 6 〉で明らかなように，Ｈ
農事組合法人は既存の３つの任意の営農組織を１階に見立て，農事組合法人を２階に
見立てる，いわゆる「２階建て組織」といわれるところの組織形態をとっている。既存の営
農組織を支店とし，農事組合法人を本店としている。各支店に支店長を置き，各支店から
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労
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費

福利厚生費

小 計

他

の
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造
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費

作業委託料

農具費

動力・燃料費

減価償却費

修繕費

租税公課

地代等

賃借料

農業共済掛金

消耗品費

土地改良・水利費

施設利用料

業務雑費

小 計

生産原価合計

資料：表３に同じ。
注：数値は 事業年度。

表５．Ｉ農事組合法人の剰余金処分

科 目 金額

当期未処分剰余金 Ａ

前期繰越剰余金 Ｂ

当期剰余金 Ｃ

任意積立金取崩額 Ｄ

剰余金処分額 Ｅ

利益準備金 Ｆ

従事分量配当 Ｇ

次期繰越剰余金 Ｈ

資料：表３に同じ。
注１）数値は 事業年度

図表 その④止め

表６．Ｈ農事組合法人の組織・機構

Ｋａ集落 Ｓｉ集落 Ｋｏ集落 合 計

統合経営体 Ｈ農事組合法人 １

集落（任意組織の
集落営農）

Ｋａ集落営農 Ｓｉ集落営農 Ｋｏ集落営農 ３

基礎組織代表

集落営農の会経営担当

支店長 支店長 支店長

会計 会計 会計

組合員数注１） 戸 ４戸 戸 戸

経営耕地面積注２）

資料：Ｈ農事組合法人『設立総会資料』 年 月 日。
注１）３集落の農家戸数は 戸 その他に土地持非農家が 世帯あって そこから 世帯

が農事組合に参加。
２）３集落の経営耕地面積は ，したがって組織率は ％。

表７．３集落の営農組織の特徴

営農組織 経営の特徴 支払地代注１） 分配関係 中山間地域
等直接支払

未整備田注２）

Ｋａ 一集落一農場
全戸出役が基本

なし 従事分量配当 給付あり 約 ％

Ｓｉ ４人の共同経営 あり 共同経営
資格を有す
るも申請せ
ず

％

Ｋｏ 手上げ方式，
オペレーター中心

なし 従事分量配当 給付あり 約 ％

合計 ％

資料：聞き取り調査に基づいて作表
注１）「農地を守る」が主目的ならば「地代は不要でしょ」が，「地代はゼロ」の考え方。
２）（　）内数値は３集落の経営耕地面積に占める割合。

表８．作物別作付面積

面積

水稲

ＷＣＳ稲

麦

そば

黒大豆等

野菜等

作付面積合計 Ｂ

図表 その③

図１．Ｈ農事組合法人の組織・機構図

本店

（２階）

支店

（１階）

資料：『Ｈ農事組合法人設立総会資料』 年５月 5日。

代表理事 １名 監事（２名）

副代表理事 ２名

（経理・営農担当）

集落Ｋａ 集落Ｓｉ 集落Ｋ

支店長

（支店理事）

会計

支店長

（支店理事）

支店長

（支店理事）

会計 会計

組合員

戸数

組合員

４戸数

組合員

戸数

経営耕地面積 経営耕地面積 経営耕地面積

図表 その③

図１．Ｈ農事組合法人の組織・機構図

本店

（２階）

支店

（１階）

資料：『Ｈ農事組合法人設立総会資料』 年５月 5日。

代表理事 １名 監事（２名）

副代表理事 ２名

（経理・営農担当）

集落Ｋａ 集落Ｓｉ 集落Ｋ

支店長

（支店理事）

会計

支店長

（支店理事）

支店長

（支店理事）

会計 会計

組合員

戸数

組合員

４戸数

組合員

戸数

経営耕地面積 経営耕地面積 経営耕地面積
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２名の理事を選出し，６名で法人の理事会を構成している。営農の実働部隊は１階の営農
組織であり，経営の基礎単位も現在のところは各営農組織である。
基礎単位である各営農組織の特徴を要約して示してみているのが〈表 7 〉である。経営

の特徴についてみると，集落Ｋａは「一集落一農場」で全戸出役が基本，集落Ｓiは４人
の共同経営，集落Ｋｏは手上げ方式のオペレーター中心の経営である。支払地代について
は，正式に利用権を設定した集落Ｓｉで発生，集落Ｋａは使用収益権にとどめていて地代
は発生していない。集落Ｋｏにも地代の発生はない。つまり，集落Ｋａ，集落Ｋｏの２
集落に共通している考え方は，「農地を守る」をモットーにしているわけであるからそも
そも地代を発生させるのはおかしいという考え方である。
分配に関しては，集落Ｋａ，集落Ｋｏは出役に応じた従事分量配当，集落Ｓｉは３人に
よる収益の均等配分である。農事組合法人の損益決算で大きな意味をもつのは補助金収入
であるが（当法人では損益決算書で営業外収益扱い），その関係で無視できないのが中山
間地域等直接支払であるが，給付を受けているのは集落Ｋａと集落Ｋｏである。これに対
して条件を有しながら申請せずに給付を受けていないのが集落Ｓｉである。未整備田が全
体で19％を占めている点についても留意しておかなければならない。
ｂ 経営の成果

2017年の作付実績は〈表 8 〉に示すとおりである。水稲36.29ha，麦7.78ha，黒大豆等4.16ha，
そば3.81haである。
経営成果は〈表 9 〉に示すとおりである。売上総額は4,642万8,312円，そこから売上原
価を差しい引いて売上総利益金327万3,991円，営業利益金は52万7,087円となっている。こ
れに対して助成補助金1,274万8,159円を含む営業外収益金1,470万8,291円が大きく，経常利
益金は1,523万5,378円となっている。
ここで注目されるのは，まず第一に，事例１と同様にプラスの当期純利益を出してい
る点である。しかし，それにもまして注目されるのは営業利益金に対する補助金の大きさ
である。経常利益金に占める割合は84.9％に及んでおり（[1,128万2,326円＋146万5,833円]
÷1,523万5,378円），事例１の59.4％をさらに上回る結果になっている。
ｃ 農機具費の比較分析

この点に関してはすでに事例１のコメントで示した21.2％という都府県平均の費用合計
に占める農機具費の割合に対して，Ｈ農事組合法人の総製造費用合計に占める「減価償却
費＋修繕費」の割合は〈表10〉から明らかなように10.5％となっており（452万7,088円÷4,315
万4,321円），事例１と同様に，Ｈ農事組合法人の比較優位は歴然としている。
もう一点ここで注目しておきたいのは，地代と従事分量配当との関係についてであるが，
事例１において両者の関係は地代１に対して従事分量配当3.5という関係にあった。Ｈ農
事組合法人にあっては，集落Ｓｉにおいてのみ支払地代が発生していて，他の集落Ｋａ，



17

図表 その④止め

表６．Ｈ農事組合法人の組織・機構

Ｋａ集落 Ｓｉ集落 Ｋｏ集落 合 計

統合経営体 Ｈ農事組合法人 １

集落（任意組織の
集落営農）

Ｋａ集落営農 Ｓｉ集落営農 Ｋｏ集落営農 ３

基礎組織代表

集落営農の会経営担当

支店長 支店長 支店長

会計 会計 会計

組合員数注１） 戸 ４戸 戸 戸

経営耕地面積注２）

資料：Ｈ農事組合法人『設立総会資料』 年 月 日。
注１）３集落の農家戸数は 戸 その他に土地持非農家が 世帯あって そこから 世帯

が農事組合に参加。
２）３集落の経営耕地面積は ，したがって組織率は ％。

表７．３集落の営農組織の特徴

営農組織 経営の特徴 支払地代注１） 分配関係 中山間地域
等直接支払

未整備田注２）

Ｋａ 一集落一農場
全戸出役が基本

なし 従事分量配当 給付あり 約 ％

Ｓｉ ４人の共同経営 あり 共同経営
資格を有す
るも申請せ
ず

％

Ｋｏ 手上げ方式，
オペレーター中心

なし 従事分量配当 給付あり 約 ％

合計 ％

資料：聞き取り調査に基づいて作表
注１）「農地を守る」が主目的ならば「地代は不要でしょ」が，「地代はゼロ」の考え方。
２）（　）内数値は３集落の経営耕地面積に占める割合。

表８．作物別作付面積

面積

水稲

ＷＣＳ稲

麦

そば

黒大豆等

野菜等

作付面積合計 Ｂ

表８．作物別作付面積

面積

水稲

ＷＣＳ稲

麦

そば

黒大豆等

野菜等

作付面積合計 Ｂ

経営耕地面積 Ａ

耕地利用率Ｂ Ａ ％

資料：Ｈ農事組合法人『第 期通常総会資料』
年 月 日。

注１）黒大豆には黒大豆枝豆，オーナー制の
面積を含む

２）野菜等には学校給食用タマネギを含む。

経営耕地面積 Ａ

耕地利用率 Ｂ Ａ ％

資料：Ｈ農事組合法人『第 期通常総会資料』
年 月 日。

注１）黒大豆には黒大豆枝豆，オーナー制の
面積を含む

２）野菜等には学校給食用タマネギを含む。

表９．Ｈ農事組合法人の損益計算書（単位：円）

科 目 金額

売

上

高

売上高

作業受託

小　計 Ａ

Ｂ

売上総利益金額 Ｃ＝Ａ－Ｂ

販売費及び一般管理費合計 Ｄ

Ｅ＝Ｃ－Ｄ

Ｆ

Ｈ

Ｊ

当期純利益金額 Ｋ＝Ｉ－Ｊ

Ｇ＝Ｅ＋Ｆ

Ｉ＝Ｇ＋Ｈ

売上原価

営業利益金額

営

業

外

収

益

受取利息

雑収入

作付助成収入

一般助成収入

小 計

経常利益金額

特

別

利

益

補助金収入

税引前当期純利益金額

法人税等

資料：表８に同じ。
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集落Ｋｏにおいては“農地を守るが集落営農の主目的であるならば，地代は不要でしょう”
という考えに立っており，つまり支払地代の発生は一部に限定されている。また表10の製
造経費に含まれる地代にかかわる部分は「地代家賃」となっていて，地代の他に農機具の
格納庫，事務所の家賃を含んでいて事例１と同様の把握はできない。
しかし，〈表11〉で示されているＨ農事組合法人の従事分量配当1,244万9,756円に対する

地代比は明らかにＩ農事組合法人のそれを大きく下回っていることは明白である。
d 今後における課題と展望

第一にあげられるのは，さらなる組織統合の展望である。現在掲げている目標は，当面
は旧小学校区の６つの農業集落の統合であり，３つの営農組織からなるＨ農事組合法人，
他の１つの集落の任意組織の集落営農，そして未組織の２つの農業集落を統合する農事組
合法人の設立である。これは，前倒しで３年を目途に統合を図り，その先に，旧村の14の
農業集落の５年を目途に統合を目指すという二段構えの構想の前段に位置づいており，こ
れをいかに実現するかの課題である。それは農業機械の更なる効率化を展望するという設
立の目的に直結する実践であり，３つの営農組織・経営耕地面積92.11ha，６農業集落・経
営耕地面積147.76ha，14農業集落・経営耕地面積337.89hgaという経営耕地面積規模拡大
のプランでもある。
第二に，いかに事業内容の調整を図るかという課題である。Ｈ農事組合法人を構成して
いる３つの営農組織の三者三様の実態について，検討しなければならないのは多様性をめ
ぐっての是非である。穀作経営のあるべき方向性としては，当然のことながら規模の経済
の追求が求められるところであろう。しかし一方，今後における新規就農者の確保，雇用
労働力の確保を見込むのであれば，多様性はそれらが求める自由度確保の観点からすれば，
むしろ不可欠の要件ということになるであろう。そこにあっては，規模の経済の要求，範
囲の経済の追求，多様性の確保はいわば二者択一のものとしてあるのではなく，同時併存
していなければならないものとしてあるということになるであろう。
第三の課題としてあるのは，いかにより積極的な経営展開を図るかという課題であり，
それは第二の事業内容の調整の課題を超えて，事業内容のさらなる発展を図るという課題
につながる。たとえば，野菜部門の拡大，黒大豆のブランド化，無農薬・無化学肥料の“い
のち育む農法”の米づくり，ライスセンターやカントリーエレベーターの導入，市民農園
の拡大等々，第二の課題の規模の経済の追求，専門化の追求に対して，これは範囲の経済
の追求，集約化農業の追求の課題である。
第四の課題は，17.46haに及ぶ未整備田の圃場整備である。第一の課題，第二の課題の
大前提となるこの新しい土地改良事業への取り組みの課題の意味は大きい。事業費の地権
者負担の軽減，先端技術の活用等々新たに準備されている土地改良事業についての検討を
急ぐ必要がある。
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表 ．売上原価の内訳（単位：円）

科 目 金額

材

料

費

種苗費

肥料費

農薬費

諸材料費

小計

期末材料棚卸高

中計 Ａ

労
働
費

給料賃金

福利厚生費

小計 Ｂ

製

造

経

費

作業委託費

動力光熱費

農具費

ライスセンター利用料

修繕費

リース料

共済掛金

車両費

農機使用料

地代家賃

租税公課

旅費交通費

減価償却費

荷造運賃手数料

水利費

雑費

小計 Ｃ

総製造費用 Ｄ＝Ａ Ｂ Ｃ

資料：表８に同じ。

表 ．Ｈ農事組合法人の剰余金処分

科 目 金額

当期未処分剰余金 Ａ

前期繰越剰余金 Ｂ

当期剰余金 Ｃ＝Ａ＋Ｂ

任意積立金取崩額 Ｄ

剰余金処分額 Ｅ＝Ｆ＋Ｇ

利益準備金 Ｆ

従事分量配当金 Ｇ

次期繰越剰余金 Ｈ＝Ｃ－Ｅ

資料：表８に同じ。

表 ． 株 ファームＲの仕事（農作業受託・農業経営・市民農園）

事業年度 平成
～ ～ ～ ～ ～

作

業

受

託

水稲作業支援

土づくり作業支援

園芸作業支援

農地管理作業支援

合 計

区

画

数

と

圃

場

面

積

野

菜

作

春キャベツ

春レタス

スイートコーン

秋冬キャベツ

タマネギ

ケール

コマツナ・ホウレン
ソウ
青ネギ・ミズナ

合 計

稲

作

ＷＣＳ

飼料用米

米粉米

表 12. 集落営農における比較有利の確認 

  
営業利益 

（万円） 

農機具費 

割合（%） 

経常利益金に占める 

補助金の割合（%） 

Ⅰ農事組合法人 1,452 12.4 59.4 

Ｈ農事組合法人 53 10.5 83.7 

比較対象数値 △151 21.2 109.6 

出所：Ⅰ農事組合法人については前掲の表４, H 農事組合法人については 

    表 10。 

注１） 比較対象数値の営業利益,経常利益に占める割合は,農林水産 

    省 『農業経営統計調査の営農類型別経営統計－水田策経営－』 

    の２０１６年の 「水田作個別経営 （20ha 以上層） の営農所得及び 

    各種交付金の構成（全国）」より, 筆者推計。 

  2） 比較対象数値の農機具費割合は, 大臣官房統計部『米及び麦類 

    の生産費』の２０１６年の都府県平均値。 
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第五の課題は，旧村，経営耕地面積337.89haという規模の農事組合法人が立ち上がった
ときの課題としてある，農事組合法人主体の利用・運営のライスセンター，カントリーエ
レベーターの導入の課題である。農事組合法人の経営にとってライスセンター利用料の負
担が大きいということにとどまらず，農事組合法人の経営基盤の強化を図るうえで導入の
意義についての検討を急ぐ必要がある。Ｈ農事組合法人の現在のトップマネジメントのメ
ンバーも，むしろ積極的に検討すべきの意向を示している。

3 ）2 つの事例にみる 3 つの比較優位の確認

以上の分析から明らかにされた集落営農の比較優位を，〈表12〉によって改めて具体的
に確認しておきたい。第一に，プラスの営業利益を出しているという点である。これは農
林水産省『農業経営統計調査の営農類型別経営統計―水田策経営―』の個人経営との比較
において端的に示されている。この点と関連して第二に，経常利益金に占める補助金の割
合が個人経営との比較において低位にある点が同じく確認される。第三に，集落営農の本
命である農業機械の効率的利用という点において，個人経営の費用合計に占める農機具費
の割合との比較で明確に低位にあることが確認される。

4．4つのミッションを掲げた農協子会社

1 ）基本的な考え方

第三の担い手として想定するのは農協の子会社である。自らが発展しつつ，農業構造を
規定する３つの要素の調整弁の役割を果たしつつ，なおかつ，荒廃農地を出さない，地域
農業を側面から支える,新規就農者を受け入れ育成し輩出する,市民農園を通じて准組合員
や地域住民の新たな営農へのかかわりを創出する，等々の地域農業の最重要の４つのミッ
ションをかかげる農協の子会社をここでは第三の担い手として想定したい。

2 ）１つの事例から何を学ぶか

（ １ ）農作業の受委託

主たる事業は農作業の受託であるが，その事業規模の推移は〈表13〉に示すとおりであ
り，水稲作業を中心に順調に拡大している。

（ ２ ）農畜産物の生産及び販売

もう一つの主要な事業である農業経営は，表13で明らかなように，これまた順調に拡大
を続けている。野菜の作付面積も拡大を続けているが，稲作の面積がそれ以上に拡大して
いる。引き受けた水田面積も５年間に18haから50haへと2.8倍と，飛躍的な拡大を示して
いる。しかし，圃場の筆数は414筆となっており，１筆当たり平均面積は14ａとなっている。
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表 13． (株)ファームＲの仕事（農作業受託・農業経営・市民農園）

平成 26.4 27.4 28.4 29.4 30.4 
事業年度

～27.3 ～28.3 ～29.3 ～30.3 ～30.9 
作 水稲作業支援 59.38 87.66 86.45 86.06 56.50 
業 土づくり作業支援 26.46 52.79 55.65 42.26 14.20 
受 園芸作業支援 7.62 15.79 27.37 28.96 37.40 
託 農地管理作業支援 7.41 13.03 16.90 18.80 12.50 
(ha) 合 計 100.87 169.27 186.36 176.08 120.60 

野 14 
春キャベツ 1.90 

菜 10 
春レタス

作 1.60 
18 48 33 46 70 

スイートコーン 3.20 7.10 5.20 6.00 8.60 
66 99 133 131 81 

区 秋冬キャベツ 10.20 14.70 19.90 18.80 9.90 
2 3 26 11

画 タマネギ 0.20 0.40 2.00 1.00 
数 1 5

0.08 0.60
と 3 3
圃 ソウ 1.40 1.00

13 場 青ネギ・ミズナ 1.30 
面 108 149 173 224 162 

合 計 16.90 22.00 26.98 29.70 19.50 積
稲 81 91 139 141 

(ha) ＷＣＳ 12.70 15.10 24.60 22.50 
作 2 34 47 24 

飼料用米 0.50 4.30 4.00 3.10 
4 8

米粉米  0.70 1.10 
25

主食用米 3.50 
83 125 190 198 

合 計 13.20 19.40 29.30 49.70 
水田面積 ha 18.00 27.00 40.00 45.00 50.00 

作付延べ面積 ha 108 232 293 414 360 
16.90 35.20 46.38 59.00 69.20 

1 
試験栽培

ＵＦＨＲＨ 0.20 
のハウスト 4 

ト（ha） 本格栽培
マ 1.15 

5 
合 計 1.35 

市 開園 件数 1 1 1 0 0 
民 区画数 9 9 9 0 0 
農 農園管理 件数 3 4 5 5 5 
園 区画数 102 121 134 134 134 

資料：(株)ファームＲ内部資料。 
注１）平成 30 年度の事業実績は上半期（平成 30 年 4 月 1 日～9 月 30 日）。 

ケール

コマツナ・ホウレン

２）耕地利用率は，平成 29 事業年度で 59.00ha÷45.00ha＝131％。
３）１筆当たり水田面積は，59.00ha÷414 筆＝0.14ａ。
４）各欄の上段の数値は筆数，下段の数値は面積を示す。
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このような恵まれない圃場条件のもと，131％の耕地利用率を実現させている営農努力は
高く評価される。

（ ３ ）職員構成

社員数は15名，うち８名が農協本体からの出向職員である。その他に30名余りの臨時パー
ト職員がいる（うち８名が外国人労働者）。社員のうちの７名のプロパーの職員の多くは
農業大学校の卒業生である。出向職員はいずれも営農畑の経験者で，任期は短くて１～２
年，長くて３～４年，なかには５年という人もいる。うち１人は常務取締役である。代表
取締役は本体のＲ農協の会長理事である。

（ ４ ）新規就農者・農業後継者の研修

以前は農協と協力して「農の雇用事業」を利用して取り組んでいたが，今はそういう取
り組みはしていない。近年における雇用環境が新規就農者の受け入れを困難にしている。
根本的な問題としては，やはり本格的な受け入れの仕組みづくり(一人前の農業者に育て
上げる仕組み)を先行させる必要がある。ただ一緒に仕事するというだけではだめで，しっ
かりした研修のプログラム，カリキュラムがあるべきである。
とはいえファームにおいては，農業大学校卒業を職員として採用した職員もいずれは自
立して農業者になることを目指しているということもあるし，先にみたハウストマトの研
修生を受け入れていたり，ということで実質的には新規就農者の育成に貢献している。
これからの課題としては，受け入れの仕組みづくり，経験者の指導力を活かす，産地の
力を活かす（生産者部会との連携），しかし何よりもまず儲かる農業がなければならない
（「先行投資して，収入は後から」という条件の下では当然のことではあるが）等々の条件
が必要である。

（ ５ ）ガバナンスに関して

ファームの組織機構は〈図 2 〉に示すとおりである。この組織機構でガバナンスに関し
て重要なポイントは，１つは，常務の左下に伸びている「ＪＡと協定，協議，報告」のと
ころである。これは実質的には営農センターや支店長会との相談・打ち合わせということ
である。
２つは，ＪＡ本体の理事会に出席する常務取締役の情報把握と発言（情報伝達）である。
３つに重要なのは，毎月開催されているファームの取締役会である。ここで本体の農協の
ファームへの意向が伝えられ，課題提起がなされるわけである。したがって，“上り列車”
の営農センター，支店長会から，常務取締役，本体の農協の理事会へという流れと，本体
の農協の理事会からファームの取締役会，常務を通じて現場の営農センター，支店長会へ
という“下り列車”がそれぞれ良好に行き来していなければならない。

（ ６ ）経営成果ならびに今後の課題

①初年度から経常利益の黒字を確保
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表14． 株 ファームＲの経常利益の推移（単位：万円）

平成 年度 年度 年度 年度 年度

経常利益 △

資料：図２に同じ。
注：平成 事業年度は下半期のみの決算。

表15． 株 ファームＲの損益計算書
（単位：千円）

科 目 金額

農作業支援

売 農業経営
上
高 市民農園

小計 Ａ

農作業支援

売 農業経営
上
原 市民農園
価

小計 Ｂ

売上総利益 Ｃ＝Ａ－Ｂ

人件費

一販 業務費
般売
管費 諸税負担金
理及
費び 施設費

その他管理費等

小計 Ｄ

営業利益金額 Ｅ＝Ｃ－Ｄ

営 収益 Ｆ
業
外 費用 Ｇ

経常利益 Ｈ＝Ｅ＋（Ｆ Ｇ）

税引前当期純利益 Ｉ

法人税・住民税

資料 図２に同じ。

当期純利益

Ｊ

Ｋ＝Ｉ－Ｊ

主食用米

合 計

水田面積

作付延べ面積

ＵＦＨＲＨ

のハウスト

マト（ ）

試験栽培

本格栽培

合 計

市
民
農
園

開園 件数
区画数

農園管理 件数
区画数

資料： 株 ファームＲ内部資料。
注１）平成 年度の事業実績は上半期（平成 年 月 日― 月 日）。
２）耕地利用率は，平成 事業年度で ÷ ＝ ％。
３）１筆当たり水田面積は， ÷ 筆＝ ａ。

図２． 株 ファームＲの組織機構
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資料：Ｒ農協『平成 年度業務報告書』
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区画数
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〈表14〉の経常利益をみると，(株)ファームＲは初年度こそ1,487万円の損金を出してい
るものの（下半期のみの決算），26年事業年度以降は益金を出している。しかし，厳しい
見方をすれば，減価償却なしの収益計算になっているということであり，農業機械の更新
期を迎えるに当たって十分な益金の積み立てができているかといえば，それはやはり十分
な積立金の準備ができていないという評価になる。
そして，その原因は，まだまだ栽培計画通りの営農ができていない，目標収量を確保で
きていない，思うような収益を生み出せていないということになる。気象条件はさておく
として，圃場条件が良くない（１筆当たり平均面積14ａで，作業効率が上がらない），有
効利用できていない水田が出てきている，等々の条件が重なっている。しかし〈表15〉で
明らかなように，野菜作の作柄が相対的に安定していた最新の2017年度の収支では726万
円の経常利益を出しており，堅実な経営成果を上げている。
②今後の課題

規模拡大に振り回されない濃密な管理，圃場条件の改善（再圃場整備の必要性），地域
をしっかり把握した職員の育成・確保（何としても避けたい「農協の組合員離れ」）等々
の課題が残されている。しかし，荒廃農地を出さない，地域農業を側面から支える，新規
就農者の受け入れ・育成，市民農園を通じて准組合員の新たな営農へのかかわりの創出，
等々の地域農業の最重要の課題を担って果たしている(株)ファームＲの担い手としての役
割は高く評価される。

5．まとめ

本論ではまず第１節で，コアの担い手農業労働と目される70歳未満の基幹的農業従事者
の動向に注目した。そしてデータに基づいて2015年から2030年にかけての15年間に，70歳
未満男子で47％（２分の１以下）への減少，70歳未満女子で25％（４分の１）への減少と
なる深刻なコアの担い手農業労働の減少について確認した。
当然のことながら，担い手個人経営へのより一層の農地の集積・集中を図ること，地域
の実情に応じた多様な経営体と多様な労働力の補充に向けての支援は必要であるが，ここ
ではさらにこれを補完する第二，第三の担い手の確保と強化を求めなければならないとし
て，まず第二の担い手としては集落営農とその発展型としての地域組織経営体を位置付け
た。もちろん各地域の集落営農の組織と経営の実態を広く点検して，さらなる組織の再編・
強化，さらなる効率化の実現が図られなければならないが，いずれにしても担い手構造の
現状維持・強化の決め手は，この第二の担い手の再編強化の取り組みにかかっていること
を強調した。期待されるのは，自らが発展しつつ，個人経営がこぼれ落とした農業構造の
３つの要素（農業労働，農地，作物）を拾い上げ，さらにはその資質を高めて個人経営に
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提供して個人経営を側面から支援する役割（農業構造を規定する３つの要素の調整弁の役
割）であるとした。
第三の担い手として農協の子会社を位置付けた。そしてその特徴を，自らが発展しつつ，
農業構造を規定する３つの要素の調整弁の役割を果たしつつ，なおかつ，荒廃農地を出
さない，地域農業を側面から支える，新規就農者を受け入れ育成し輩出する，市民農園を
通じて准組合員や地域住民の新たな営農へのかかわりを創出する等々の地域農業の最重要
の４つのミッションを掲げる農協の子会社であるとした。
今後における地域農業の維持発展は，以上の三段構えの農業構造の再編強化にかかって
いる。この提起にリアリティーを付与するために，ここでは３つの事例分析を提供した。
最後に，この挑戦の成功を左右する２つの条件をあげておきたい。１つは，各地域がもつ
相対的に有利な作物の選択に成功すること，２つには，圃場の再整備が農業構造の再編強
化の大前提になるという点である。

（本センター会長・滋賀県立大学名誉教授）


